
 

 

 

 

 

 

グローバル企業にみる 

BOP ビジネスモデルの 

先行事例調査結果（要旨） 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2010 年 3 月 

 

日本貿易振興機構（ジェトロ） 

  



 

 

は じ め に 

 

 

本報告は、独立行政法人日本貿易振興機構（ジェトロ）が経済産業省から受託して実施した「平

成21年度社会課題解決型の官民連携プログラム支援事業（社会課題解決型ビジネスに関する普

及・啓発セミナー等事業）」の一部として実施した、グローバル企業の先行的な取組等に関する調査

結果の要旨をシンポジウム・セミナー資料として取りまとめたものである。  

 

具体的には、BOPビジネスを活発に展開している欧米グローバル企業の戦略、ビジネスモデルな

どを明らかにするとともに、欧州政府の官民連携支援スキーム、BOPビジネス促進に果たす国際機

関の役割とその調達メカニズム、国際NGOの活動について調査を実施したものである。 
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Ⅰ．企業事例調査   

１．バタ：バングラデシュで農村部の販売促進に女性起業家を活用し、同時にＣＳＲも実現 

 

 現地子会社の独立性を重視する経営方針に則り、現地会社レベルで特に貧困地域や被災地の子

供たちへの靴の寄付、教育支援などによるＣＳＲに取り組む。 

 

 バングラデシュ子会社は、2004 年に国際ＮＧＯのＣＡＲＥバングラデシュの農村部販売プログラム

（ＲＳＰ：Rural Sales Program）に参加し共同プロジェクトをスタート。目的は農村部の女性に自営販

売者としての就労機会を提供し、起業家として育成し、経済的自立を支援すること。当初約 50 人だ

った女性起業家は、2009 年には約 1,800 人に拡大しており、2013 年に 4,000 人体制を目指す。 

 

 バタ・バングラデシュにとって、ＲＳＰへの参加はＣＳＲ活動という位置づけではあるが、農村部の住

民を新顧客として取り込むことを可能にしたことは大きな利点である。売上高にわずかながらも貢

献しており、同社の正規の販売チャネルとして活用されている。 

 

 

 

図表１ ＢＡＴＡの靴 
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図表２ ＢＡＴＡの農村市場販売 

 
 
 

 
図表３ CARE の RSP プロジェクト 
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２．シーメンス： 

世界のインフラ事業大手が途上国コミュニティ向けにマイクロ・ソリューションを提供 

 

 シーメンスは企業責任（ＣＲ）プログラムの一環として、貧困削減、衛生環境改善などの観点からミ

レニアム開発目標（ＭＤＧs）の達成に貢献できる商品・システムの開発に取り組んでいる。同時に、

これを新興・途上国での新しいビジネスチャンスに繋げる可能性を模索している。また、2005 年ごろ

から、企業として目指す未来像（Picture of the Future）を明確にして戦略的な計画を打ち出し、事

業成長能力の拡大を目指すという基本方針を掲げている。 

 主なＢＯＰ市場開拓製品は SkyHydrant™（スカイハイドラント）、Umeme Kwa Wote( みんなのエネル

ギー)、Protos（プロトス、植物油を燃料とする調理用コンロ）、ＳＭＡＲＴ(※) 

 商品 （検査用カメラ、 コンピュータ断層撮影装置、発電蒸気タービン、 辺境地医療センターネット

ワーク、辺境地移動体通信サービス）。 

※（Simple、Maintenance-friendly、Affordable、Reliable&robust、Timely to market） 

 シーメンスの薄膜技術を用いた、設置が簡単で低価格の浄水フィルターSkyHydrant を搭載した浄

水システム Sky Station は、オーストラリアのＮＧＯスカイジュースにより製造・供給され、他のＮＧＯ

との協力のもと緊急支援が必要な被災地などに設置されている。将来的には貧困地域の持続可

能な浄水システムとしての普及が期待されている。 

 シーメンスはＣＳＲ活動の主体となる独自のＮＧＯ（ケアリング・ハンズ）を通して貧困地域や被災地

に経済的、人的、物的支援を提供している。また、社員の寄付、ボランティア活動も非常に活発で、

スカイジュースの活動を支援している。 

 ＢＯＰ市場開拓を推進するインセンティブとしてコーポレートレスポンシビリティ賞（Corporate 

Responsibility Award）を設けている他、多様な社内コンペにより社員のイノベーションへのモチベー

ションを高揚させ、成果を評価している。 

 シーメンスは、“イノベーション”がテクノロジー企業としての生命線を握ると考え、トップダウンとボト

ムアップの双方から取り組んでいる。 

 

図表４ ＢＯＰ推進体制（シーメンス） 
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図表５ シーメンスの浄水器 

 
 
 

図表６ シーメンスのコーポレートレスポンシビリティ賞 
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コミュニティのメンバーにフィルターとポン
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シーメンス③
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３．ベスタゴー・フランセン：国際機関・ＮＧＯとの密接な連携で商品開発、公共調達 No1 に 

 

 事業理念は「ビジネスは利益のためであり、利益は目的のため」。人道的起業家精神

（Humanitarian  Entrepreneurship）に立って、利益性と人道的責任を両立させ、持続可能な事業発

展を目指している。 

 

 伝染病予防・衛生用品（マラリアベクター撃退ネット PermaNet、ポータブル浄水ツール Lifestraw な

ど）の製造・販売を本業とし、ＭＤＧs の達成に直接的に貢献している。 

 

 国際機関やＮＧＯと密接に連携し、ユーザーとドナーのニーズを的確に反映して商品を開発してい

るため、商品への信頼性が高く、公共機関や支援団体からの調達で圧倒的な強みを持つ。 

 

 チャレンジ精神が旺盛な社長のリーダーシップ、迅速な対応、公共機関などとのコミュニケーション

のうまさが強み。研究開発に積極的で、既存商品の改良・新商品開発ともに意欲的。 

 

 

 

図表７ ベスタゴーの蚊帳 
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図表８ PermaNet（蚊帳） 

 

 

 

 
図表９ ＢＯＰ推進体制 トップのリーダーシップ（ベスタゴー） 
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４．クアルコム：インドの「ワイヤレス・リーチ 」 将来的なワイヤレス市場拡大に期待 

 クアルコムの「ワイヤレス・リーチ (Wireless Reach)」は、22カ国で37件実施、進展度合いは様々。ワ

イヤレス・リーチは収益を目指すＢＯＰというよりは、基本的にはＣＳＲ活動。目的は、これらの国に

おいてワイヤレス技術・サービスが進展し、導入を促進すること。短期的には利益を生んでいない

が、将来的なワイヤレス市場拡大が期待できる。 

 インドでは、ワイヤレス・リーチにより地方の農民等がリアルタイムで市況や気象に関する情報にア

クセスできるようになり、市場への出荷時期を判断できるようになった。また、ＢＲＥＷ技術で接続さ

れた村々のネットワークを通じて、農民や企業は商品やサービスを紹介したり、検索することができ

る。 

 使われているアプリケーションやプログラムは、本プロジェクト専用のものである。タタ・コンサルタン

シー・サービシズは農民等の生産性向上をもたらす携帯通信アプリケーションを設計、マサチュー

セッツ州のユナイテッド・ビレッッジが2003年の事前調査を実施、ｖＢａｙ（ＢＲＥＷを用いた農村の起

業家向け携帯用オークションサイト）の製品開発を担い、サポートも提供している（同社はマサチュ

ーセッツ工科大学からスピンアウトした営利目的企業）。ただし、携帯電話とＣＤＭＡベースの無線イ

ンターネット接続機器は、本プロジェクト専用ではなく、他の市場でも販売されている一般製品であ

る。 

 クアルコムは、ＮＡＳＳＣＯＭ（インド・ソフトウェア・サービス企業協会）財団と提携し、インド国内65の

村々で、ＣＤＭＡベースのインターネット無線接続を提供している。ＩＳＡＰ（Indian Society of 

Agribusiness Professionals＝インド農業専門家ソサエティ）は農民等のために本プロジェクトの各種

訓練を提供している。 

 

図表10 クアルコム…ワイヤレス・リーチ 
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Ⅱ．政府支援機関調査 

 

１．オランダ 

 

 オランダのＯＤＡでは、ＢＯＰプロジェクトは特に重視されておらず、ＢＯＰプロジェクトのみを対象と

したＯＤＡの手段はない。オランダのＯＤＡの基本的な政策目標の一つは援助対象国のビジネス環

境が整備されることであり、オランダ政府とＮＧＯはいずれも、民間セクターの協力があって初めて

ＯＤＡは持続可能であると考えているからである。したがって、ＢＯＰプロジェクトを含む発展途上国

におけるベンチャービジネスを支援する様々な手段があり、オランダ国籍以外の企業も数多く関与

している。 

 オランダ企業のＢＯＰプロジェクトに対する関心の基盤は、多国籍企業の場合は主に企業の社会

的責任（ＣＳＲ）に対する要請と企業内の若手管理者の熱意である。一方、中小企業のＢＯＰプロジ

ェクトに対する関心は、多くの場合、潜在的市場の発掘である。 

 オランダのＯＤＡ資金は国連などの国際機関、発展途上国の政府、盟友ドナー国、ＮＧＯ、政府や

市民組織、企業、研究機関など異なるセクター間の協力の、5 種類の窓口を通じて供給される 

 具体的にＢＯＰプロジェクトに適用される主なＯＤＡスキームは、官民パートナーシップ（ＰＰＰ）、民

間セクター投資プログラム（ＰＳＩ）、インフラ開発ファシリティ（ＯＲＩＯ）、新興市場ファンド（ＦＯＭ）、お

よびＯＤＡ供与を受ける開発ＮＧＯによって提供されている資金などである。 

 

図表 11 オランダのＯＤＡ –実施体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注）ＭＯＰＡＮ：Multilateral Organizations Performance Assessment Network、多国籍間パフォーマンス評価ネットワーク。二国間援助を

行う諸国からなるグループによって開発されたもので、主な目標は協力して各国レベルで多国籍機関の機能を検討すること。参加国は

オーストリア、カナダ、デンマーク、オランダ、ノルウェー、スウェーデン、スイス、英国、フィンランド 

オランダ政府のＯＤＡ総予算はＧＤＰの 0.8％ 

2009 年のＯＤＡ予算：約 50 億ユーロ 

外務省によって分配 

国際機関 

（ＵＮ、EUなど） 
予算の約 25% 

発展途上国の 
政府 

盟友ドナー国 

(オーストリア、カ

ナダなどＭＯＰＡＮ

参加国) 

ＮＧＯ 

(プロテスタント系

教会間開発協力組

織（ＩＣＣＯ）、Oxfam 

Novib など) 

予算の約 25% 

パートナーシップ

(各国政府、ＮＧＯ、

ビジネスセクター、

リサーチセクター) 
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図表 12 オランダのＢＯＰプロジェクトに適用される主なＯＤＡスキーム 

  

官民パートナーシップ（PPP）による
民間セクター開発プログラム

民間セクター投資プログラム
（PSI） - 外務省

インフラ開発ファシリティ（ORIO:
Facility for Infrastructure
Development） - 外務省

新興市場ファンド（FOM: Fund
Upcoming Markets） - オランダ開
発金融会社（FMO）

ビジネス開発（BiD: Business in
Development） - NCDO

開発途上国向けマッチメーキン
グ・ファシリティ（MMF OS:
Matchmaking Facility Developing
Countries） - 外務省

予算
7億5,000万ユーロ（2004年～2009
年10月）

3,000万ユーロ（2009年） 1億8,000万ユーロ（2009年）
FOMプログラムを通じて1,900万
ユーロを投資（2008年）

NCDOの補助金予算総額は年間
1,650万ユーロ（NCDO全体の総予
算は3,260万ユーロ、BiD局の予算
は約60万ユーロ）

-

主管官庁
外務省　持続的経済開発局
（Sustainable Economic
Development Department）

オランダ外国貿易庁（EVD） オランダ外国貿易庁（EVD） オランダ開発金融会社（FMO）
オランダ国際協力・持続可能な開発
委員会（NCDO）

オランダ外国貿易庁（EVD）（まず
はオランダ大使館が選別）

事例数
73件のPPPに計185社（開発途上国
企業を含む）が参加

49件（2009年）
9件（2009年第一次募集）。第二
次募集は12月に実施。

17件（2008年）

グローバル・アントレプレナーシップ：
4件。マッチング用ウェブサイト：提案
9,200件、メンバー2万7,144人。
MDGスキャン：61件

-

対象地域 40ヵ国（例外あり） 50ヵ国 51ヵ国（第二次募集時）

オランダ企業の現地子会社もしく
は合弁事業が拠点を構える世界
銀行加盟国（高所得国、EU加盟
国除く）

DACリスト掲載国 44ヵ国

資金負担の
割合

民間企業60%、外務省40%が目標
（実際には各50%となるケースが多
い）

最大50％
開発コストの50％もしくは100％、
実施、運営・保守管理コストの
35％、50％もしくは80％。

事例に応じて決定。中小企業以
外の場合、最大負担割合は新興
国における子会社等の総資産の
35%

プロジェクト総額の50%まで。指導、
助言およびその他のサービスは無
償。

マッチングは無料

上限額
上限なし（現時点での最大供与額は
TCX通貨リスクファンドの5,000万
ユーロ）

75万ユーロ 4,800万ユーロ 1,000万ユーロ（融資） 5万ユーロ（例外として10万ユーロ）

マッチングサービスの後、さらなる
展開を望む場合にはオランダのコ
ンサルタント会社に5,000ユーロを
支出

申請手続き 外務省に申請
年2回の募集（第二次募集の受付
開始は2009年12月10日）

年2回の募集 FMOに申請 NCDOに申請
開発途上国のオランダ大使館を
通じて申請

セクター
全セクター（優先セクター：持続可能
性、気候、エネルギー、ヘルスケア）

全セクター 公共インフラ 全セクター 全セクター 全セクター

プロジェクト具
体例

・飲料水プロジェクト（モザンビーク）
・「アフリカに安全な光を」プロジェクト
（アフリカ）

・多結晶（PV)モジュールの製造プ
ラント（ケニア）

・サンタクルスの総合病院（ボリビ
ア）
・地方都市の水供給プロジェクト
（ガンビア）

・ココナッツ樹皮加工プロジェクト
（スリランカ）
・廃棄物回収・堆肥加工プラント
（バングラディシュ）

スリッパ製造・販売（南アフリカ）
浄水（ケニア）

マンゴー生産（エジプト）
乗用車の修理・近代化（ペルー）
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２．ドイツ 

 

 ドイツは 2001 年に「貧困削減のための 2015 年行動計画」を閣議決定し、同行動計画に基づき、開

発政策が進められている。ＯＤＡの殆どを所管する独立省庁である連邦経済協力開発省（ＢＭＺ）

が政策を決定し事業を立案し、具体的業務は委託を受けた複数の開発援助協力機関が行う。二国

間協定に基づく大掛かりな資金協力を行うＫｆＷ開発銀行や、災害救援などの人道援助、技術支援

を行うドイツ技術協力公社（ＧＴＺ）が開発援助協力機関の主たるもの。 

 

 援助の形態としては、旧来型の資金協力や技術協力に加え、民間の資金を開発政策に投入する

目的で 10 年前に始まった官民連携プログラムがあり、援助機関側からの呼びかけだけでなく、企

画競争による企業側からのアプローチを募る。開発側面だけでなく、事業に携わる企業の利益追

求も目指しているのが特徴。 

 

 このプログラムを利用したＢＯＰセクターへのアプローチの成功例としては、ＢＭＷ南アフリカ社がＧ

ＴＺと連携し、過剰債務を抱え労働意欲を失った従業員へ収入管理を教えることで、社員の負債を

半分以下に減らした”Financial Wellness Program”や、ドイツＯＴＴＯ社を中心とする衣料品業者とＧ

ＴＺ、ドイツ投資開発銀行（ＤＥＧ）が連携し、サブサハラの綿花農家への技術サポートとそのプログ

ラムで生産した商品の買い入れ、製品の販売により、ひとつのブランドを形成した”Cotton made in 

Africa”プログラムなどが代表例。 

 

 新規ビジネスの開拓の場およびＣＳＲの一環として、開発途上国ビジネスにおける官民連携プログ

ラムの知名度は国内で少しずつ上がっているが、依然として予算規模は従来の開発援助形態の資

金協力、技術協力に比べてはるかに小さい。ドイツ企業以外のＥＵ諸国も応募できるという柔軟性

も、国外でのプロモーション不足によりそれほど機能していないのが現状である。そもそもの産業

構造が重工業中心であり、ＢＯＰ層向きの消費者商品に強くないドイツ特有の事情もあると考えら

れる。 
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図表 13 ドイツ支援機関による主な支援・制度策 

 

ＧＴＺ ＣＩＭ ＤＥＤ ｉｎＷＥｎｔ ＤＥＧ ｓｅｑｕａ ＫｆＷ

支援金額（2008年）
1,220万ユーロ（ＰＰＰファシリ
テ640万ユーロ、技術協力

580万ユーロ）

技術協力60万
ユーロ

技術協力60万ユーロ 技術協力10万ユーロ
ＰＰＰファシリティ490万ユー

ロ、ＤＥＧ長期融資6億
6,590万ユーロ

ＰＰＰファシリティ180万
ユーロ

資金協力2億2,980万
ユーロ

事例数（2008年）
78件（ＰＰＰファシリティ32

件、技術協力46件）
技術協力11件 技術協力61件 技術協力2件

ＰＰＰファシリティ31件、
ＤＥＧ長期融資66件

ＰＰＰファシリティ11件 資金協力43件

資金負担割合 最大50％ 最大50％ 最大50％ 最大50％ 最大50％ 最大50％
不明

（各種融資スキームな
どが存在）

パートナー企業の国籍 ＥＵ 支援対象国
ＥＵもしくはＢＭＺが決定

した支援対象国
ＥＵもしくは開発途上国

ＥＵ（中小企業支援につい
てはBMZ決定した支援対

象国資本も）
ＥＵ 支援対象国など

パートナー連携支援
現地の供給・請負業者の選
定、スペシャリスト・マネジメ

ント人材育成

CIMが決定した場
所に対する民間
企業専門家の派

遣

サプライヤー育成（パー
トナーは開発途上国企

業）

専門家派遣、職業訓
練

開発途上国およびドイツ資
本の開発途上国ビジネス

支援
現地の職業教育・訓練

貧困層の貧困削減、
生活状況改善に資す

る諸活動支援

現地BOP層への普及活動
農耕能力構築、環境・社会

標準の普及

環境・社会基準の
普及、市場指向
型組織の形成

ドイツを含むEU諸国へ
のサプライヤー育成、環

境社会基準の普及

職業訓練、環境・社会
基準の普及

金融システムの確立、資
産運用、環境基準の改善

ビジネス団体の設立支
援

マイクロファイナンスの
普及

資金・金融支援 - - - - 長期融資、投資 - 長期融資

技術開発の促進
農業関連技術の活性化、研
究教育機関育成、パイロット

設備
- 資源・水管理

交通インフラの整備、
環境、水、エネルギー

保護

環境基準の改善、気候保
護

-

気候変動、エネル
ギー、金融システムの
発展、ガンバナンス、
健康、廃棄物処理、水

ビジネスインフラ整備

職業訓練システムの強化、
健康保険の導入、雇用者に
対するメディカルケアシステ
ムの導入支援、金融部門育

成

-
農林産物のマーケティン

グ、HIV/AIDS対策
技術者、経営者を対象

とした上級教育
資産運用、金融リスクマ

ネージメント
-

資産運用、金融リスク
マネジメント

プロジェクト具体例 バイオガスシステム（インド）
ディーゼル発電

（ガーナ、タンザニ
ア、マラウイ）

絹の生産
（ルワンダ）

バイオガス
（中国）

Cotton Made in Africa
 （サブサハラアフリカ）

オーガニックフルーツの
貿易トレーニング（エジ

プト）

ＡＬＣＥＤＡ銀行
（カンボジア）
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３．フランス 

 

 フランス開発庁（ＡＦＤ）はプロジェクト援助の主要実施機関として位置づけられており、無償資金協

力の一部、有償資金協力の実施、開発途上国の民間プロジェクトヘの貸付、保証などが主要業務。

2005 年以降は技術協力プロジェクトが外務省から一部移管された。ＡＦＤグループ傘下の経済協

力振興出資会社は、インフラ整備、金融システムの近代化と保証、途上国の民間部門の投資促進

を担っている。2007 年 1 月には第 2 次戦略的指針（ＰＯＳ）を策定、民間部門ヘの支援やＮＧＯとの

協力を強化。 

 ＡＦＤは、伝統的な手法である官民パートナーシップ（ＰＰＰ）方式により、開発途上国のインフラ整

備を進めている。ＡＦＤはまた、開発途上国の経済の発展には民間部門の成長・強化の必要性を

強く認識しており、民間部門成長のための環境整備に協力している。ＡＦＤによる開発途上国の民

間部門支援プロジェクトには、商業的能力強化プログラム、企業のキャッチ・アップ・プログラム、キ

ャピタル・インベストメント･プログラムがある。 

 産業界による開発途上国ビジネスの取り組みでは、フランス企業運動（フランスの企業連盟、

Mouvement des Entreprises de France、MEDEF）と IMS Entreprendre pour la cité の活動がある。

ＭＥＤＥＦは 1998 年に設立された。一方、1986 年にフランスの企業リーダーが設立した非営利団体

のＩＭＳは、企業の社会的責任（ＣＳＲ）に特化した企業連盟で、約 200 社の企業が会員となっており、

ＣＳＲおよび総合的な利益に関わる事業を支援している。 

 フランスでＢＯＰビジネスの概念が出てきたのは約 2 年前からである。それ以前にもダノンやエシロ

ールなどは開発途上国でビジネスを立ち上げる試みをしていたが、これらの国でビジネスを立ち上

げるための最大の問題は市場を構築することである。そのためには従来のビジネスモデルを完全

に覆すことが必要で、様々なモデルを試してその地域に適切なモデルを模索していくことも必要と

なる。 

 
図表 14  支援スキーム実施体制 
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４．ＥＵ 

 

 欧州連合（ＥＵ）および加盟国の開発援助は、主要先進国による援助全体の 60％近くを占め（2008

年：486 億ユーロ）、米国（同 22％）を大きく上回っている。しかし、欧州委員会のミッシェル元欧州委

員（開発政策担当）も言うように「『チャリティー』をベースとしたこの 50 年間の開発政策は、期待さ

れた成果をもたらさなかった。」 

 ＥＵは、援助効率の改善に力を注いでおり、その中核となるのが、開発援助の主要な原則、目標を

定めた開発援助政策に関する『欧州コンセンサス』である。『欧州コンセンサス』はＥＵと加盟国が補

完の精神に基づき、各々が開発援助政策を実施するための共通原則の枠組みを規定している。持

続可能な開発の枠内での貧困の撲滅、特に「ミレニアム開発目標（ＭＤＧs）」の達成がＥＵの開発

援助政策の最優先の目標となる。 

 欧州委員会はまた、ＥＵの開発協力政策のパフォーマンスを改善するため、開発途上国におけるＥ

Ｕの援助提供者（欧州共同体と加盟国）間の役割の補完性を強化し、より良い役割分担を実現す

るための行動規範を策定している。行動規範は開発協力分野における補完性の原則を定めるもの

で、現地で獲得されたグッドプラクティスをベースとしている。 

 新ビジネスモデルへの関心：金融危機、地域統合、経済パートナーシップ協定、中小企業の金融へ

のアクセス、「革新的ビジネスモデル（innovative business model）」の支援、官民対話などの新しい

問題、ニーズがビジネス環境における重要な要素となるという状況を背景に、欧州委員会は開発

援助の効率改善の一環としてＢＯＰのような新しいビジネスモデルに関心を示し始めた。しかし、欧

州委員会の開発政策の枠組みには、企業とパートナーシップを構築するための明確な枠組みがま

だ存在しない。 

 欧州委員会は 2009 年 11 月には、ＢＯＰを含む革新的フラッグシップ・プロジェクトに関するフィジビ

リティー調査『Study for Innovative Flagship Projects Programme』に着手、新しいビジネスモデルの

導入に向け本格的に動き出した。調査の主眼は、アフリカ・カリブ海･太平洋(ＡＣＰ)事務局や欧州

委員会の意思決定者に、ＡＣＰ諸国での「革新的フラッグシップ・プロジェクト（Innovative Flagship 

Projects）」を支援するための包括的な提案を行うことにある。このフィジビリティー調査の成果をＡ

ＣＰ諸国でのＢＯＰなどの新戦略に繋げたい意向で、2010 年末には、EU の戦略が策定される予

定。 

 開発援助の実施：開発援助の実施は、欧州委員会の欧州援助協力局（EuropeAid）が担う。

EuropeAid は、欧州委員会の総局（Directorate General）の 1 つで、対外援助のプロジェクトやプロ

グラムの実施を担当する。EuropeAid は、ＥＵの近隣諸国、ロシア、ＡＣＰ、ラテンアメリカ、アジア諸

国と緊密に協力して活動する。 

 プロジェクトの実施に際し EuropeAid は、援助の提供に関するＥＵの長期的な戦略、プログラムを考

慮する。これらの戦略や関連政策は、ＡＣＰ諸国に関しては開発総局で、その他の域外国に関して

は対外総局で策定される。なお、EuropeAid は、欧州委員会で対外関係や欧州近隣諸国政策（ＥＮ

Ｐ）を担当する委員の管轄下にある。 
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図表 15 ＥＵの援助実施体制とＢＯＰへの取り組み 

 

 
図表 16 EU の開発援助スキーム 

 

 

欧
州
委
員
会

開発総局

人道援助事務局

援助政策の企画立案

対外関係総局

欧州援助協力局（Europeaid)

在外各国の欧州委員会代表部 （European Commission Delegations)

援助の実施

CSR担当部局

企業・産業総局

雇用・社会問題・機会均等総局

ACP諸国への開発援助の主要な財源

欧州開発基金（EDF)

マイクロファイナンスに関するACP‐EUフレームワークプログラム

ACP‐EU エネルギー基金（ ACP‐EU Energy Facility)
ACP‐EU 水基金（ ACP‐EU Water Facility)

A局：欧州、地中海南部、中東、近隣諸国政策（ENP)対象国担当

B局：ラテンアメリカ諸国担当

E局：援助プログラムの質の監視担当

C局：サブサハラ・アフリカ諸国、カリブ海、太平洋諸国担当

D局：アジア、中央アジア諸国担当

G局：Europeaidに必要な人材、財源などを供給担当

F局：特定地域に限定されない横断的プログラム担当
（人権、環境保護、食糧安保、原子力安全等）

BOPを含む革新的フラッ

グシッププロジェクトの
フィジビリティ調査を開発

CSR Europe 企業

政
策
提
言

EUとACP諸国との関係に責任を持つ

ACP諸国以外の域外国（アジア、中南米、中東、NIS、
地中海諸国）との関係に責任を持つ

・開発援助の管理、実施のハーモナイゼーション、簡素化を図り援助をより効率的なものとするため2001年に創設
・開発総局や対外関係総局で策定された対外援助プログラムやプログラムの実施を担当
・欧州委員会の総局（Directorate General)の1つであるが、対外関係を担当する委員が責任者

・人道援助の実施を担当
・開発政策を担当する委員が責任者

・援助対象国での援助の運営、フォローアップを担当
・ACP諸国、アジア、西バルカン、東欧、中南米、地中海、中東に110あまりの代表部がある CSRのための欧州同盟

（European alliance for CSR)

CSRラボラトリー

BOPラボラトリー

図 EUの援助実施体制とBOPへの取り組み

マイクロファイナンスに関する
ＡＣＰ-ＥＵフレームワーク（ＥＤＦ）

ＡＣＰ-ＥＵエネルギー基金（ＥＤＦ） ＡＣＰ-ＥＵ水基金（ＥＤＦ）

予算 1,500万ユーロ（2005年～2011年） 2億2,000万ユーロ（2005年〜2009年） 5億ユーロ（2004年〜2005年）

主管官庁 欧州委員会（開発総局、Europeaid） 欧州委員会（開発総局、Europeaid） 欧州委員会（開発総局、Europeaid）

事例数 11件 74件 97件

対象地域 ＡＣＰ諸国 ＡＣＰ諸国 ＡＣＰ諸国

資金負担の
割合

80％が上限
小規模プロジェクトの場合は75％が上限で、インフラ
関連プロジェクトの場合は50％が上限と、プロジェク
トにより異なる。

インフラ関連のプロジェクトの場合は
50％が上限。その他のプロジェクト
の場合は75％が上限。

上限額 100万ユーロ（下限額：25万ユーロ）

小規模プロジェクトの場合は250万ユーロ（下限額：
20万ユーロ）、インフラ関連プロジェクトの場合は
1000万ユーロ（下限額：250万ユーロ）と、プロジェクト
により異なる。プロジェクトによっては、上限額が150
万ユーロで、下限額が20万ユーロという場合もある。

インフラ関連のプロジェクトの場合は
2000万ユーロが上限（下限額：100
万ユーロ）。

申請手続き Europeaidに申請 Europeaidに申請 Europeaidに申請

セクター マイクロファイナンス エネルギー 水

プロジェクト
具体例

グリーンフィールド型マイクロファイナ
ンス機関の設立（カメルーン）

ＳＡＶＡ地方での電化プロジェクト（マダガスカル）
アフリカ、カリブ海における水の統合
管理のためのキャパシティー・ビル
ディング（全ＡＣＰ諸国）
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Ⅲ．国際機関 

 

 国連関係の国際機関の調達は共通のデータベースであるＵＮＧＭ（UN Global Marketplace）を通じ

て行われている。各機関のサプライヤーになるには、まず同データベースを通じて各機関に申請し、

受理されることが必要。 

 国連全機関の調達額を国別にみると、上位 16 カ国で全体の 51.2％を占める。上位 3 カ国は米国、

インド、スイス。日本は 15 位にとどまっている。 

 国連各機関の企業との協働状況は機関によってスタンスが大きく異なる。基準やガイドライン作り

が主要な業務となっている世界保健機関（ＷＨＯ）は中立性を保つ必要性から企業との協働には慎

重な姿勢。一方、国連難民高等弁務官事務所（ＵＮＨＣＲ）は日本企業も含め多くの企業と協働して

いる。 

 

1. 国連による調達実績 

 

図表 17 国連全機関への供給元上位 16 カ国の調達額と国連調達総額に対する割合 

 

（資料） 2008 Annual Statistical Report on United Nations Procurement (UNOPS) 

1,049

7.7%

620

4.6% 572

4.2% 503

3.7% 466

3.4%
437

3.2%
416

3.1%
408

3.0%
385

2.8% 327

2.4%
326

2.4%
308

2.3%
294

2.2%
292

2.2%
280

2.1%
275

2.0%

0

200

400

600

800

1000

1200

米
国

イ
ン
ド

ス
イ
ス

フ
ラ
ン
ス

イ
タ
リ
ア

ロ
シ
ア
連
邦

ア
フ
ガ
ニ
ス
タ
ン

ペ
ル
ー

ス
ー
ダ
ン

デ
ン
マ
ー
ク

英
国

ベ
ル
ギ
ー

パ
ナ
マ

南
ア
フ
リ
カ

日
本

ド
イ
ツ

サービス 商品

（単位：100万ドル）



18 
 

２. 調達サプライヤー登録プロセス        図表 18 国際機関の調達プロセス 

 ユニセフ物資供給センター 

（ＵＮＩＰＡＣ） 

国連難民高等弁務官事務所 

（ＵＮＨＣＲ） 

国連世界食糧計画 

（ＷＦＰ） 

国連食糧農業機関 

（ＦＡＯ） 

世界保健機関 

（ＷＨO） 

登録先 UN Global Marketplace (ＵＮＧＭ；www.ungm.org) （在コペンハーゲン） ＷＨＯ購買サービス課 （＋ＵＮＧＭ） 
（製品・サービスによって使い分けており、以下

は WHO 独自の調達プロセス） 

登録 

プロセス 

① Register as Supplier（www.ungm.org/Registration/RegisterSupplier.aspx）より、ＵＮＧＭアカウントを作成する。必須入力事項

は、企業名、国名、担当者名及びメールアドレス、輸出実績（3 年以上か未満か）、どのようにしてＵＮＧＭを知ったか。（注：3

年以上の輸出実績がない場合、グローバルサプライヤーとしては登録できない。） 

② ＵＮＧＭアカウントに入り、14 ステップから成る申請フォームを入力し提出する。 

• 必須入力事項：一般的な企業情報、担当者情報、登録を希望する国連機関、希望する国連機関固有の質問への回答、

過去 3 年間の財務実績及び輸出実績、販売を希望する製品・サービスのコード（ＵＮＣＣＳ：UN Common Coding System）

• 任意入力事項：過去の国連との関係、企業が保有する各種認証、参加している業界団体、子会社等情報 

③ 最長 10 週間の各機関個別の審査を経て、申請が受理され、サプライヤー候補として登録される。登録が完了するとメール

が届くが、それ以前にも申請のプロセスをウェブサイトで確認できる。（機関別の登録までの期間は、ＵＮＩＰＡＣは 4～8 週

間、ＵＮＨＣＲは 2～4 週間、WFP は 4 週間） 

① 製品の世界での競合性などを明確に

した上で製品カタログと価格リストを

ＷＨＯ購買サービス課のアドバイザ

ーに送付する。 

② 製品評価が行われ、ＷＨＯ物資とし

て妥当と判断された場合、企業情報

フォームへの記入を促される。医薬

品を取扱う場合は製品の登録証ある

いは認可証も送付する。 

最 新 情 報

の 取 得 方

法 

① ＵＮＧＭウェブサイトの入札情報のページを定期的にチェックする。（無料） 

② 入札情報購読サービス（Tender Alert Service）に加入し、希望する製品・サービスに関する発注情報を自動的に E メールで

入手する。（年間購読料 250 ドル） 

ただし、緊急時や製品・サービスの特性などにより、経済的・効率的観点から一般競争が適当でないと判断された場合は、指

名競争となり、各機関が予め選定した発注先候補にのみ情報が提供される。また、独占所有権のあるものや、継続供給などの

場合、特定の企業と直接契約を締結する場合がある。 

個別にＷＨＯ購買サービス課に問い合

わせる。 

E メール procurement@who.int 

 

主 要 調 達

プロセス 

＜一般競争の場合＞ 

① ＵＮＧＭウェブサイトや入札情報の E メールを通じ、事前審査（pre-qualification）や関

心表明書（ＥＯＩ：Expression of Interest）提出の案内を公開する。 

② 事前審査や ＥＯＩをもとに企業を選定し、発注額により見積依頼書（ＲＦＱ：Request for 

Quotation、）、入札案内書（ＩＴＢ：Invitation to Bid）または提案依頼書（ＲＦＰ：Request 

for Proposal）を送付する。なお、基準となる発注額は各機関で異なる。また、①のプロ

セスを経ず、直接、ＲＦＱ、ＩＴＢ、ＲＦＰが公開される場合もある。 

③ 企業の返答に基づき、それぞれ②の書類に指定された方法で、発注先を決定する。 

限られた場合を除き、一般・公開

入札を行わない。 

① 5,000ドル以上の発注の場合、Ｆ

ＡＯが選定した発注候補企業

に、入札案内を送付する。 

② 入札が行われる。サービス契約

の場合、技術仕様方式と価格

入札方式の 2 つがある。製品購

入の場合、2 万 5,000 ドル以上

のものは、非公開入札方式とな

る。 

① 物資が必要な時に、製品カタログ・価

格リスト・企業情報および製品登録

証などを基に発注先候補の企業が

選定される。 

② 入札案内が送付され、入札が行われ

る。 

登録更新 一度ＵＮＧＭや各機関独自のデータベースに登録されると、以降プロジェクト毎の登録は不要。ただし、企業情報や製品・サービス情報に更新があった場合は速やかに連

絡すること。入札への参加頻度が高い企業及び、入札参加の有無に関わらず迅速に返答する企業はアクティブリストへ掲載される。 
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1.準備 2.登録申請 3.評価・登録 4.入札案内 5.競争入札 6.サプライヤー契約締結 

どの国連機関が、自社の商品・

サービスに関連する商品・サー

ビスを調達しているかを調べる。 

どの国連機関が独自の登録を必要とし

ているかなど、それぞれの国連機関の

購買手順・手段について調べる。 

・ 国連の購買通知情報を定期的にチェックするとともに、企業

と商品の最新情報を連絡する。 

・ 国連サプライヤーのアクティブリストへの掲載継続を希望す

る場合は、入札への参加不参加に関わらず、国連機関から

の問い合わせや見積依頼には迅速に返答する。 

図表 19 国連各機関のサプライヤーになるまでの流れの例と注意事項 
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図表 20 

2008 年度国連全機関への供給元上位 4 カ国の商品・サービス具体例 

 

米国企業 

商

品 

航空管制装備 

サ
ー
ビ
ス 

土木建築事業 

コンピューター装備 建築エンジニアリングサービス 

電機機器 情報通信サービス 

医療用品 ソフトウェアサービス 

ODS 廃止装置 輸送サービス 

調合薬 エンジニアリングコンサルティング 

 

保険サービス 

経営諮問サービス 

印刷・出版サービス 

計 3 億 1,140 万ドル 計 7 億 3,740 万ドル 

総計（WHO 除く） 10 億 4,880 万ドル 

 

インド企業 

商

品 

ワクチン・トキソイド・抗毒素製剤・血液

製剤 
サ
ー
ビ
ス 

IT・ソフトウェア開発 

食糧 印刷サービス 

医療機器 技術コンサルサービス 

その他医薬品 環境保護 

低温流通システム 貨物輸送 

避妊薬・避妊具  

医療診断検査キット 

教育備品 

IT 備品・事務用品 

電気通信設備 

既混合ビタミン・ミネラル 

水・公衆衛生設備 

計 5 億 6,290 万ドル 計 5,710 万ドル 

総計（WHO 除く） 6 億 2,000 万ドル 

 

 

 

 

 

スイス企業 

商

品 

ワクチン・その他医薬品 

サ
ー
ビ
ス 

建築エンジニアリングサービス 

食糧 リース・賃貸サービス 

視聴覚機器 経営諮問サービス 

コンピューター コンピューターサービス 

通信機器 地雷除去 

家具備品 エネルギー管理 

IT 機器・事務用品 環境管理 

研究用設備 貨物輸送 

医療用品  

計 3 億 5,350 万ドル 計 2 億 1,850 万ドル 

総計（WHO 除く） 5 億 7,200 万ドル 

 

フランス企業 

商

品 

ワクチン・その他医薬品 
サ
ー
ビ
ス

貨物輸送 

医療設備 印刷サービス 

車両（バン・トラック等） コンサルティングサービス 

食糧 電話事業 

低温流通システム  

医療診断検査キット 

コンピューターソフトウェア 

水・公衆衛生用品 

電気機器 

教育備品 

事務用品 

計 6,830 万ドル 計 4 億 3,510 万ドル 

総計（WHO 除く） 5 億 340 万ドル 

 

出所：2008 Annual Statistical Report on United Nations Procurement (Ｕ

ＮＯＰＳ) より作成
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    ３．日本企業の調達実績 

 

 

 

商

品 

車両（バン・トラック等） 
サ
ー
ビ
ス

エンジニアリングサービス 

化学薬品・プラスチック製品 貨物輸送 

食糧 プロジェクト遂行活動 

蒸気ボイラー・発電機 法律サービス 

調合薬・医療用品  

コンピューター装備 

電気機器 

IT・事務用品 

鉄・鋼鉄製品 

計 2 億 4,150 万ドル 計 3,820 万ドル 

総計（ＷＨＯ除く） 2 億 7,970 万ドル 

  

                                               

 

図表 22 日本企業による 2008 年度の供給実績（ＷＨＯとＷＦＰは 2007 年度） （単位：万ドル） 

ＵＮＩＰＡＣ ＵＮＨＣＲ ＷＦＰ ＦＡＯ ＷＨＯ 

住友化学 

 ―オリセット蚊帳 

トヨタ自動車 

 ―トヨタ車両 

ジェー・ガーバー商会* 

 ―輸送機関 

日本ビーシージーサプライ 

 ―BCG ワクチン 

日産トレーディング 

 ―日産車両、通信設備 

富士レビオ 

 ―医療診断検査キット 

3,569 

 

848 

 

585 

 

350 

 

326 

 

17 

トヨタ自動車 

 ―トヨタ車両 

日産トレーディング 

 ―日産車両 

アラノ貿易 ―水タンカ

ー、冷凍トラック 

ジェー・ガーバー商会 

 ―バイク 

ゴールデンアロー 

 ―トヨタ車両 

日世貿易 

 ―医療機器 

756

118

90

24

19

14

 

トヨタ自動車 

アフリカ事業部 

 ―車両 

トヨタ自動車 

 ―車両 

豊田通商 

 ―車両 

アラノ貿易 

 ―タイヤ関連 

346

307

11

9

ジェー・ガーバー商会 

 ―バイク 

トヨタ自動車 

 ―トヨタ車両 

アラノ貿易 

 ―車両 

日産トレーディング 

 ―日産車両 

60

60

4

3

トヨタ自動車 ―トヨタ車両 

住友化学 ―オリセット蚊帳 

日産トレーディング ―日産車両 

日世貿易 ―ホンダバイク 

ジェー・ガーバー商会 ―バイク 

高研 ―病院用備品 

オリンパス ―顕微鏡用備品 

ヤマト科学 

 ―純水製造装置オートスチル 

富士レビオ ―医療診断検査キット 

338

133

42

28

14

13

11

4

3

* 輸出入貿易を事業内容とするガーバー・ゴールドシュミットグループの日本貿易商社 

出所：（図表 21 とも）2008 Annual Statistical Report on United Nations Procurement (ＵＮＯＰＳ) より作成 

図表 21 日本企業による国連機関への供給実績 

2008 年度に国連全体として日本企業から調達した主要商品とサービス 

2001～2008 年度 国連各機関による日本企業からの調達額（単位：100 万ドル） 

54.0 

45.0 
43.5 

UNICEF 57.3 

FAO 1.6 

52.1 

19.4 

WFP 24.1 

UNHCR 11.2 

WHO 13.6 
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Ⅳ．ＮＧＯ調査 

 

 調達方針や企業との協働方針はＮＧＯ毎に異なるものの、ＮＧＯは各組織の活動方針に沿って調

達活動を行い、企業と協働している。 

 

 企業側から見れば、新興国でビジネスを開始するにあたっては、現地で存在意義を認められ、受け

入れられる必要がある。現地の地域社会と企業との橋渡し役を担うノウハウを有しているのが国際

ＮＧＯである。日本企業が今後、新興国に進出するにあたっては、こうしたＮＧＯとの連携も検討す

るべきである。 

 

 ＮＧＯの調達は、現地調達および入札を基本としているものの、調達物資や調達先の選定は各ＮＧ

Ｏの活動方針に基づいて行われる。このためサプライヤーになるにはまず各ＮＧＯの活動方針を十

分に理解することが重要である。 

 

 企業とのパートナーシップに関しＮＧＯ側のメリットは、①企業が持つビジネスノウハウ、研究開発

スキル、市場調査スキルなどを活用、②社会問題に対する認知度の上昇が可能、③貧困層のニー

ズにあった製品を流通させ、貧困削減に寄与することが可能、などである。 

 

 しかし、価格や品質面などでＮＧＯのニーズと合わないものをＢＯＰ製品として売り出そうとする企

業や、製品の販売チャネルとしてＮＧＯに過度な期待を寄せる企業、慈善活動としてのアピールを

実情以上に行う企業などもあり、連携には課題もある。 

 

 ＮＧＯと企業の連携を円滑に行うポイントとしては、①それぞれの長所と期待値を相互に理解する

こと、②企業側が強くコミットすること、③意思決定手段の違いなど、お互いの文化の違いを理解す

ること、などが挙げられる。 

 

  



23 
 

図表 23 主なＮＧＯの活動概要、調達・パートナーシップ方針及び事例 

 オックスファム セーブ・ザ・チルドレン マリー・ストープス 国境なき医師団 プラン 

活動 

概要 

緊急支援と貧困削減のための長期

開発プログラムの 2 つが軸。2006/07

年のプログラム支出は、世界全体で

約 7 億 500 万ドル。このうち緊急援

助、安全37％、生活24％、人権13％

など。 

全ての子どもが尊重され、希望

を持てる世界を目指す。2008 年

の収入は世界全体で約 12 億

8,000 万ドル。米国と英国の 2 カ

国が 6 割以上を占める。支出内

訳は緊急援助 27％、健康 23％、

教育 19％など。 

家族計画、母子の健康などに関

する活動を実施。2007 年の収入

は約 1 億 5,900 万ドル。プログラ

ム支出内訳は、家族計画・性と

生殖 86％、啓発活動 5％など。 

被災地、紛争地などに医師や看護

士を派遣。2007 年の収入は約 8 億

1,300 万ドル。 

子どもの人権向上と貧困の削

減を目指す。2007/08 年の収

入は約 6 億 7,300 万ドル、プロ

グラム支出内訳は、教育関連

17％、食料と医療関連 15％、

水施設関連 11％など。 

拠点 

世界 16 の団体からオックスファム・イ

ンターナショナルが構成される。事務

局は英国だが、各団体は全て対等

で、支部・本部などの関係はない。世

界 100 カ国以上で活動。 

世界 29 カ国がセーブ・ザ・チルド

レン世界連盟に参加。世界連盟

の事務局は英国にあり、アドボカ

シー・オフィスをエチオピ、ベルギ

ー、スイス、米国に持つ。世界約

120 カ国で活動。 

英国とオーストラリアにサポート

オフィス、ベルギーにアドボカシ

ー・オフィス、米国にファンドレイ

ジング・オフィスがある。世界 42

カ国で活動。 

医療援助を行うオペレーション支

部が 5 つ、参加者募集などを行う

パートナー支部が 14 ある。全て支

部で本部は存在しない。 

世界 21 カ国で資金調達し、48

カ国で活動。本部は英国。 

収入の 

内訳 

世界全体のデータはない。オックスフ

ァム・英国は、寄付等 47％、事業収

入 26％など（2007/08 年）。 

政府 45％、寄付 31％など（2008

年）。 

患者からの対価 59％、補助金

35％など（2007 年）。 

個人 74％、民間機関 14％、公的

機関 9％など（2007 年）。 

寄付 70％、補助金等 19％、な

ど（2007/08 年）。 

調達 

基本 

方針 

オックスファム・英国は、労働環境な

どについて定めた倫理購買方針を設

定。サプライヤー登録は随時。 

各国が個別に調達を行っている

が、世界連盟としての統一方針

作成の検討を開始。基本的に現

地調達。 

国連のブラックリスト該当企業、

違法行為や財務上の問題があ

る企業からは調達はしない。サ

プライヤーからのアプローチは

随時可能。 

フランスとベルギーの物資調達セ

ンターで、一括して物資の購入、保

管、配送を行う。医薬品のサプライ

ヤー登録は随時。 

基本的に現地調達。活動国の

サプライヤーに対する要請事

項あり。 

ＮＧＯらのロジスティックス担当者のネットワーク Inter-Agency Procurement Group に参加 

調達 

個別 

方針 

オックスファム・英国は、食品はフェ

アトレード製品、金属製品はリサイク

ル製品が望ましいなど、個別条件を

設定。 

セーブ・ザ・チルドレン・ＵＳは、

医薬品調達を開始する際はＷＨ

Ｏの基準を利用する見込み。 

医薬品はＷＨＯの基準を満たす

もの、医療機器はＩＳＯを取得し

たものなど、個別条件を設定。 

医薬品はＷＨＯの認証を受けたも

の、規制の厳しい国の登録製品、

ＷＨＯの医薬品適正製造基準（Ｇ

ＭＰ）を満たし国境なき医師団の審

査を通過したもの。 

ＷＦＰを通じて食品を調達する

など、国連機関を通じて購入

することが多い。 

パートナ

ーシップ 

方針 

オックスファム・英国は、「目的を共

有する。他の団体の活動を補完す

る」など、企業や他機関とのパートナ

ーシップ方針を設定。 

世界のより多くの子どもたちを保

護・支援するため、企業との有意

義な対話を求めている。 

企業、政府などと多くのパートナ

ーシップを結んでいるが、全ての

パートナーを対象にしたパートナ

ーシップ方針はない。 

国境なき医師団・英国について

は、民間企業とのパートナーシップ

には力を入れていない。 

児童労働を行う企業とは連携

しないなど、プラン全体の共通

ルールを設定。基本的に、企

業本社所在地国の支部を通じ

連携を開始する。 

パートナ

ーシップ

やＢＯＰ 

事例 

寄付、現物寄付による企業とのパート

ナーシップ多数。 

オックスファム・英国は、途上国零細企

業育成を通じた BOP ビジネスに特に関

心あり。 

寄付、現物寄付による企業とのパ

ートナーシップ多数。 

Ｐ&ＧからＰＵＲという浄水剤を購入

し、途上国に配布。 

途上国メーカーとの避妊具の共同

開発とマーケティングを実施。 

Blue Star というブランドを用い、途

上国の民間医療機関のフランチャ

イズ化を実施。 

顧みられない病気のための新薬イニ

シアティブ（ＤＮＤｉ）を設立し、民間企

業等と新薬開発を実施。 

日本企業の寄付、現物寄付によるパ

ートナーシップ多数。 

寄付、現物寄付による企業との

パートナーシップ多数。 

プラン・オランダとウガンダのコ

ーヒーフェアトレードなど。 




